＜参考＞　

アメリカのＷＥの見直しの動向について

●　アメリカの労働時間規制～公正労働基準法（ＦＬＳＡ）
1938年 Fair Labor Standards Act "Wage-Hour Law“

☆６条 (a)(１) 最低賃金

　使用者は、被用者が労働したすべての時間に対して、１時間7.25ドル以上の賃金を支払わなければならない。（2007年改正）
☆７条 (a)(１) 時間外割増

　使用者は、通常の賃金の1.5倍以上の率で賃金を支払わない限り、週40時間を超えて被用者を使用してはならない。

 →1.5倍以上の賃金さえ支払えば、法律上、何時間働かせてもよい
 →協定の締結や行政庁の許可、届出などの手続きも不要
●　６条及び７条の適用除外

ＦＬＳＡ13条（ａ） ・・・６条及び７条の適用除外 を列挙

 例えば、 13条（ａ）（15）domestic service exempt（在宅付添人エグゼンプト）
★　13条（ａ）（１） その筆頭

「真に管理的（executive）、運営的（administrative）若しくは専門的（professional）の資格（capacity）で雇用される被用者あるいは外勤セールスマン outside salesmanの資格で雇用される被用者」
 → 特に前３者　White-Collar Exemptions（ＷＥ）、 「～エグゼンプト」（exempt）

●　ＷＥの具体的判断基準～労働長官が定める

・FLSA 4 条(a)　 労働省に賃金・労働時間局を設置・・・ FLSAの履行を監督するため
・FLSA 11 条(a)、(b)　その長である局長に、賃金、労働時間、その他の労働条件に関する資料 を収集し、事業所を調査、臨検する権限を与えている

★　ＷＥの具体的判断基準・・・「行政手続法（Administrative Procedure Act）」
労働長官の定める「行政規則」により、必要に応じて定義される。

→2004 年改正：行政規則第 29 編第541 条 （29 C.F.R.§541）

→2014年3月 オバマ大統領が労働省ペレス長官に見直しを指示

●　ＷＥの判断の枠組み～2004年行政規則

★　一般的要件 ：ブルーカラー労働者ではないこと

★　３つの要件

①　「俸給水準要件（salary level test）」～週当たり 455 ドル以上

②　「俸給基準要件（salary basis test）」～時間給ではなく俸給基準

③　「職務要件（duties test）」～職務内容が管理能力や専門的知識を発揮する性質のものであること

☆　３つの要件をすべてを充足していなかった場合
使用者は未払賃金 ＋ 同額の付加賠償金（liquidated dameges）を支払わねばならない可能性

●　職務要件ア～管理職エグゼンプト

★　次の３つの要件を満たすこと。
なお、年間賃金総額100,000ドル以上の者は、(1)、(2)又は(3)の要件のいずれかを満たせば足りる。

(1) 主たる職務が、当該被用者が雇用されている企業又は慣習的に認識された部署又はその下位部門の管理であること
(2) 通常的に、他の２人以上の被用者の労働を指揮管理していること
(3) 他の被用者を採用若しくは解雇する権限を有するか、又は他の被用者の採用若しくは解雇、および昇級、昇進その他処遇上のあらゆる変更に関して、その者の提案及び勧告に対し特別な比重が与えられていること

●　職務要件イ～運営職エグゼンプト

★　次の２つの要件を満たすこと。

なお、年間賃金総額100,000ドル以上の者は、(1)又は(2)の要件のいずれかを満たせば足りる。

(1) 主たる職務が、使用者若しくは顧客の管理又は事業運営全般に直接 的に関連するオフィス業務若しくは非肉体的労働の履行であること
(2) 主たる職務が重要な事項に関する自由裁量及び独立した判断の行使を含むものであること

●　職務要件ウ～専門職エグゼンプト

ａ　学識専門職エグゼンプト
主たる職務が、科学又は学識分野において、通常は長期課程の専門的知識教育によってのみ獲得できる高度な知識を必要とする労働であること。
ｂ　創造専門職エグゼンプト
主たる職務が、芸術的又は創作的能力を必要とするものとして認識されている分野において、発明力、想像力、独創性又は才能が要求される労働であること。
ｃ　教師及び一定の法律専門職若しくは医療専門職エグゼンプト
職務要件のみ

●　高額賃金エグゼンプトの特例 （highly compensatedemployee）

２００４年行政規則により導入

年間賃金総額（total annual compensation）」で １０万ドル以上

常態として、管理職エグゼンプト、運営職エグゼンプト若しくは専門職エグゼンプトとして認定されるための適用除外要件の少なくとも 1 つ以上を満たせ足りる
●　2004年の改正~ 以前に比べてＷＥの適用者が増えたか？

☆　労働省賃金時間局長

大統領も我々労働省も、ここ10数年の間に、エグゼンプト労働者が増え労働時間も長くなっているとの認識に基づき、改革を進めている。
オバマ大統領が、2014年３月に出した覚書には、残業代の制度で守られている労動者がどれだけいて、その保護をどのように拡大していくのか、という方向性が明確に示されている。
覚書は、残業代の適用除外により長時間働いている労働者が多数存在するという問題意識に基づいているといえる。
現在、労働省内で検討しているのは、エグゼンプトされている者の中で、どの範囲の人たちが保護されるべきか、という点である。

●　俸給労働者の88％が週455ドル以上

☆　The White House Office of the Press Secretary March 13, 2014

Opportunity for All: Rewarding Hard Work by Strengthening Overtime Protections

https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2014/03/13/fact-sheet-opportunity-all-rewarding-hard-work-strengthening-overtime-pr

・　俸給水準要件～週 455 ドル以上（週40時間労働：年収23,660ドル）

・　1975年、週250ドルに引き上げられ、以降、2004年、引き上げられたが、その後、上がっておらず、インフレ等との調整がおこなわれていない

→　週給455ドルは国勢調査局の定める４人家族の貧困ラインより低い額

→　俸給労働者の中で、俸給水準要件に満たない労働者の割合：
1975年65％ ⇒ 2014年わずか12％

●　長時間労働による健康被害等の問題

☆　労働省賃金時間局長

・　現在、2013年の大統領の覚書により、ＷＥ制度の見直しを進めているが、その方向性の中には、長時間、過密労働が労働者の健康を害しているという問題意識がある。

・　長時間、過密労働により、労働者は健康を害し、心臓、脳疾患の他、精神疾患を含む様々な病気を発症したり、家庭の構造に対して負荷がかかるという問題が指摘されている。

・　小売り等では長時間労働によりおこりやすい事故、怪我が特定されている。

・　長時間労働が健康に与える影響、被害の問題が全体の改革を進めるうえでのひとつの動機である。

●　2004年の改正~ 職務要件の曖昧化：残業代訴訟等がさらに増加

★　ペレス労働長官：「主要な職務」基準を「抜け穴」と表現

「管理的業務は1％程度で、99％は商品棚の前で作業するなど、管理と何ら関係のないのに、管理職とされ残業代が支払われない」

★　労働省賃金時間局

・　使用者に言われて、自分はエグゼンプトだと思ってしまっている労働者が多い。

・　調査（FLSA 11 条(a)、(b)）に行き、労働者に「管理的か」と尋ねると、イエスと答えることが多い。２～３人をまとめている場合、「管理的だ」と使用者に言われ、そう思っている労働者が多いからだ。

★　残業代をめぐる訴訟～90年代後半から増加

・　2004年改正：抑制をも目的 → 減るどころか、さらに年々増加

労働省のクラスアクションレポート：2013年に全米で7882件（50人～数千人）

●　オバマ大統領：メモランダム（覚書） ～公正労働基準法に立ち返って

☆　大統領覚書－時間外労働規則の更新と現代化 2014年3月13日

＊　公正労働基準法の適用を受けるほとんどの労働者は、週40時間を超える労働時間について、通常賃金の少なくとも1.5倍の時間外労働賃金の支払いを受けなければならない。
＊　しかし、ＷＥは、現代の経済から遅れている。これらの規則が時代遅れになっているため、何百万人もの米国人が時間外労働賃金の保護を受けられず、最低賃金の権利さえも保障されていない。

☆　労働省賃金時間局

大統領のメモランダム（覚書）にもある「1938年の法の精神にたちかえって」という部分、ここが非常に重要である。1938年、公正労働基準法が出来た当時の立法趣旨は「働いた時間すべてに賃金、残業代が支払われるべきである」であった。それを守らせるための法律が公正労働基準法だ。

●　2015改正のポイントは？

１．低すぎる俸給水準要件（週 455 ドル以上）の引き上げ

・　州の賃金労働時間関連の法律の基準を議論の出発点に

・　カリフォルニア州の最低収入要件：現在週640ドル、2016年には800ドルへ引き上げ予定

・　ニューヨーク州：現在600ドル、2016年には675ドルへ引き上げ予定

２．労働者の週労働時間のすべてに少なくとも最低賃金が支払われるように

・　オバマ大統領：俸給労働者が最低賃金以下で働かされていることを批判

３．曖昧な職務要件の明確化

・　「主要な職務」基準において、残業代適用除外となるために週当たりの一定の適用除外職務を行う割合を定める　→　ex 50％？
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